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図表１ 総合計画の構成と計画期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．西之表市を取り巻く時代の潮流と課題 

（１） 人口減少と少子高齢化の進展 

本市の人口は、市制施行当初の 33,593 人（昭和 34 年）をピークに現在まで減少傾

向が続いており、直近の国勢調査では、14,708 人（令和２年）と、ピーク時の半数以

下まで減少しています。 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、令和６（2025）年には 13,559 人、

令和 11（2030）年には 12,486 人程度まで減少することが推計されており、人口減少

がますます本格化していくことが想定されています。 

子どもを産み、育てる環境整備や魅力ある雇用先の確保、高齢者への支援のあり方等

を検討する必要があります。 

 

 

基本構想

基本計画

実施計画

本市の現状とまちづくりの課題を踏まえ、目指

すべきまちの将来像や将来目標、これを実現す

るための施策の基本的な方向を示したもの 

基本構想をもとにその目標を達成するため、施

策の具体的な内容を部門別に体系化したもの 

基本計画で体系化した各施策を計画的かつ効率

的に推進するための具体的な事業を定めたもの 

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

基本構想

基本計画

実施計画

年度

市の将来像・各分野のめざすまちのすがた（８年間）

前期基本計画（4年間） 後期基本計画（4年間）

※社会経済環境の変化にあわせて毎年度見直しを行います。

※４年間を計画期間とし、毎年度更新します。

重点プロジェクト（まち・ひと・しごと創生総合戦略）
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図表２ 年齢３区分の人口と生産年齢人口率・高齢化率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

図表３ 将来人口推計（平成 27 年設定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:第６次長期振興計画基本構想（平成 30 年３月） 
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（２） 安心・安全への意識の高まり 

 新型コロナウイルス感染症の拡大により、社会構造は、非接触型・非集合型社会へと

変化しました。幅広い分野でオンライン化が進展し、「新しい生活様式2」の実践やそれ

に伴う新たな技術導入など、新しい常識や常態が定着しつつあります。ウィズコロナの

時代において、これまで以上に、市民の生命と健康、安心・安全な生活を守るととも

に、地域経済の活性化が求められています。 

 

（３） 経済規模の縮小 

経済活動を主に支える生産年齢人口が減少傾向にあります。事業所数の減少に応じて

雇用の場も減少することにより、更なる経済規模の縮小が懸念されます。一方で、労働

力の確保が喫緊の課題となっている業種もあることから、第１次産業の生産能力の向上

を基礎とし、他産業への波及を目指す取組が必要となります。 

 

（４） 資金の外部流出 

 域外収支についてはプラスの企業・事業所が少ないことから資金の外部流出の傾向が

あるため、内部留保の視点を持つことが大切です。全国や県と比較した場合、付加価値

額3や売上において農業分野の割合が高いことや移出分野としては農林水産物が有力であ

ることが本市の特徴であり、これらの分野の安定経営のための対策を中心に検討を進め

る必要があります。 

 

（５） SDGｓの推進 

「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）」（以下「SDGs」とい

う。）とは、平成 27（2015）年 9 月の国連サミットにおいて採択された令和 12

（2030）年を期限とする、先進国を含めた国際社会全体の開発目標であり、持続可能な

世界を実現するための 17 の目標と 169 のターゲットから構成され、地球上の誰一人と

して取り残さないことを誓っているものです。 

これを受け、我が国では、関係省庁が連携し政府一体となった取組を可能にする新た

な国の実施体制として、平成 28（2016）年 5 月、政府内に「持続可能な開発目標

（SDGs）推進本部」が設置されるとともに、同年 12 月には同本部により「持続可能な

開発目標（SDGs）実施指針」が決定されました。 

同指針では、SDGs を全国的に実施するためには、広く全国の地方自治体及びその地

域で活動するステークホルダーによる積極的な取組を推進することが不可欠であり、こ

 
2 新しい生活様式…新型コロナウイルス感染症が長期間にわたり感染拡大するのを防止するために、厚生労働

省が公表した行動指針 

3 付加価値額…企業の生産活動によって新たに生み出された価値のこと 
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の観点から、各地方自治体に、各種計画や戦略、方針の策定や改訂にあたっては SDGs

の要素を最大限反映することが奨励されています。 

長期振興計画が目指す「人・自然・文化―島の宝が育つまち」や４つのまちづくりの

基本政策は、SDGs と重なるものであり、長期振興計画を推進することは、SDGs の達

成に寄与するものと考えます。 

そこで、長期振興計画では、各施策が SDGs のどの目標に主に関連しているかを整理

し、長期振興計画と SDGs の関連性を明確にしています。 

 

 

図表４ SDGｓの 17 の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


